
 

 

 

岡山県周遊観光助成事業助成金交付要綱  
 

令和７年４月７日制定 

公益社団法人 岡山県観光連盟 

 

（総則） 

第１条 岡山県周遊観光助成事業助成金（以下「助成金」という。）の交付につ

いては、この要綱に定めるところによる。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、「団体宿泊旅行」とは、岡山県内で宿泊する団体旅

行をいう。 

２ この要綱において、「旅行業者」とは、旅行業法及び同法施行規則の規定に

よる第１種旅行業、第２種旅行業、第３種旅行業の登録を受けている国内の

旅行業者をいう。 

３ この要綱において、「事務局」とは公益社団法人岡山県観光連盟をいう。 

４ この要綱において、助成対象事業は貸切バスを利用した８名以上の団体宿

泊旅行で、国内を出発地とし、県内に宿泊かつ県内有料観光施設を周遊又は

食事をする旅行とする。 

 

（交付の目的） 

第３条 物価及び燃料費高騰や人材不足の影響により、コロナ禍からの回復が

遅れていることから、バス等を利用した団体宿泊旅行の需要を促進するため、

旅行業者への助成を通じて団体宿泊旅行の需要回復と誘客促進を図ることを

目的とする。 

 

（助成金額） 

第４条 助成金は、旅行業者に対して助成対象事業の団体宿泊旅行を催行した

実績に基づき、予算の範囲内において次の通り交付する。 

 

 

 



 

 

 

区分 助成金額 

基本条件 

１人当たり１，０００円×宿泊日数 

※但し、県内バス事業者を利用する場合は、 

一台当たり１０，０００円を加算する。 

※1 台、１泊あたり４０，０００円、県内のバス 

事業者を利用した場合は５０，０００円を上限 

とする。 

  ※岡山県内のバス事業者とは、運送引受書の運送を引き受ける者の住所が 

岡山県内であること。または、本社及び営業所の所在地が岡山県内で 

あること。 

  

（対象期間） 

第５条 対象期間は、団体宿泊旅行の実施期間が下記の期間内のものとする。 

令和７年４月１３日（日）以降に出発し、令和７年１２月２２日（月）ま

でに帰着するもの。 

 

（交付申請） 

第６条 旅行業者は、助成金の交付を受けようとするときは、事務局が定める

日までに、専用フォームにより申請し、受付番号を取得しなければならない。 

２ 旅行業者は、前項に規定する交付申請を行うに当たっては、専用フォーム

入力後に、申請書（様式 1）と行程が記載されたものを７日以内に提出しな

ければならない。 

 

（受付完了通知） 

第７条 事務局は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容

を審査し、適当と認める場合は、申請受付完了を通知するものとする。 

 

（申請内容の変更及び取下げ） 

第８条 旅行業者が、前条の受付完了通知した申請について、変更または取下

げ（中止）が発生した場合は、旅行出発日の 7 日前までに専用フォームによ

り事務局へ連絡しなければならない。 

２ 前項の変更において、団体または行程内容が変更になる場合は、再度交付

申請を行うものとする。 



 

 

 

（状況の報告） 

第９条 事務局は、必要に応じ、団体宿泊旅行の催行状況等について旅行業者

に報告を求めることができる。 

２ 前項の規定による報告の求めがあったときは、旅行業者はこれに応じなけ

ればならない。 

 

（実績報告） 

第１０条 旅行業者は、対象の団体宿泊旅行が完了したときは、帰着日から 

１４日以内に実績報告書（様式２）を事務局に提出しなければならない。 

２ 旅行業者は、前項に規定する実績報告を行うに当たって、事務局が指定す

る関係書類を添えて報告しなければならない。 

 

（交付金額の確定及び交付） 

第１１条 事務局は、前条第１項に規定する実績報告を受けた場合は、その内

容を審査し、適当と認めたときは、交付金額を旅行業者に通知し、助成金を

交付するものとする。 

 

（助成金の請求） 

第１２条 助成金は精算払により交付するものとし、交付金額確定後、速やか

に請求書を事務局に提出しなければならない。 

  

（交付の取り消し及び助成金の返還） 

第１３条 事務局は、助成金の交付を受けた者が、次の各号のいずれかに該当

するときは、助成金の交付を取り消し、または既に交付した助成金の全部若

しくは一部の返還を命ずることができる。 

（１） 申請書等提出書類に虚偽があったとき。 

（２） 事務局の承認を受けることなく団体宿泊旅行の内容を変更したとき。 

（３） その他助成金を交付することが適当でないと認める事由があったとき。 

 

 （事業の終了） 

第１４条 助成金の交付額が当該年度の予算額に達した場合は、その時点でこ

の事業を終了する。 

（その他必要な事項）  



 

 

 

第１５条 この交付要綱で定めるもののほか、助成金の交付に関するその他必

要な事項は、事務局が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年４月 日から施行する。 


